
財務諸表に対する注記 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

(１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）をもって評価しております。 

     その他の有価証券は、市場価格のあるものは、時価をもって評価することとし

ています。 

(２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

取得価額で実施しております。 

(３) 固定資産の減価償却の方法 

建物附属設備及び什器備品とも定率法による減価償却を実施しております。 

(４) 引当金の計上基準 

退職給付引当金は、役員及び職員の期末における退職給与の要支給額に相当す

る金額を計上しております。 

(５) 消費税等の会計処理 

消費税の会計処理は、税込方式で実施しております。 

 

Ⅱ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高 

 

   基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりです。 

(単位：円) 

科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

基本財産 

  投資有価証券 

 

1,650,000,000 

 

0 

 

0 

 

1,650,000,000 

小計 1,650,000,000 0 0 1,650,000,000 

特定資産 

 退職給付引当資産 

 事業運営積立資産 

 

23,172,180 

375,954,023 

 

6,096,375 

0 

 

0 

194,748 

 

29,268,555 

375,759,275 

小計 399,126,203 6,096,375 194,748 405,027,830 

合計 2,049,126,203 6,096,375 194,748 2,055,027,830 

 

  



Ⅲ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳 

 

   基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりです。 

(単位：円) 

科 目 当期末残高 (うち指定正味財
産からの充当額) 

(うち一般正味財
産からの充当額) 

(うち負債に対応
する額) 

基本財産 

  投資有価証券 

 

1,650,000,000 

 

(1,650,000,000) 

 

(            0) 

 

－ 

小計 1,650,000,000 (1,650,000,000) (            0) － 

特定資産 

 退職給付引当資産 

 事業運営積立資産 

 

29,268,555 

375,759,275 

 

(            0) 

(            0) 

 

－ 

(375,759,275) 

 

(29,268,555) 

－ 

小計 405,027,830 (            0) (375,759,275) (29,268,555) 

合計 2,055,027,830 (1,650,000,000) (375,759,275) (29,268,555) 

 

 

Ⅳ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 

 

   固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は次のとおりです。 

（単位：円） 

科  目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高 

建物附属設備 

什器備品 

8,482,950 

9,144,079 

7,400,369 

7,004,401 

1,082,581 

2,139,678 

合   計 17,627,029 14,404,770 3,222,259 

 

 

Ⅴ 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益 

 

   満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額､時価及び評価損益は､次のとおりです。 

 

種  類 帳簿価額 時  価 評価損益 

基本財産 

  円建事業債 

  円建外国債 

 

198,446,432 

1,348,506,968 

 

174,253,400 

1,257,352,287 

 

基本財産 計 1,546,953,400 1,431,605,687 △ 115,347,713 

特定資産 

  円建事業債 

  円建外国債 

 

0 

132,834,237 

 

0 

115,092,353 

 

特定資産 計 132,834,237 115,092,353 △ 17,741,884 



Ⅵ 指定正味財産から一般正味財産への振替額 

 

   指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりです。 

 

（単位：円） 

内  容 金  額 

経常収益への振替額 

基本財産運用益 

 

7,880,302 

 

 


